【申立書の記載例】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
（あて先）
　埼玉県労働委員会会長
　　　　　　　　　　申立人
　　　　　　　　　　　氏　　　　　　名
　　　　　　　　　　（名　　　　　　称）　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　（代表者の役職名・氏名）　　　　　　　　　　
　　　　         　　　 
不当労働行為救済申立書
　労働組合法第７条第　★　号に該当する不当労働行為について、下記のとおり申し立てる。
　　　［★印のところは、該当する号数を記入してください。］
　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　申 立 人　　住所（労働組合にあっては主たる事務所の所在地）
　　　　　　　氏名（労働組合にあってはその名称）
　　　　　　　労働組合の代表者の役職名・氏名
　被申立人　　住所（法人にあっては主たる事務所の所在地）
　　　　　　　氏名（法人にあってはその名称）
　　　　　　　法人の代表者の役職名・氏名
１　請求する救済の内容
　［労働委員会から被申立人に対して、どのような命令を出してもらいたい　　かを具体的に記載してください。］
	
	 【文　例】
 ◎不利益取扱い取消しを求める場合（労働組合法第7条第1号関係）
 　　被申立人○○株式会社は、申立人（又は申立人○○労働組合の組合員氏名）に対してなした○年○月○日付け不利益取扱い（解雇、減給、停職、降任、配置転換等）を取り消して、取消しまでの間に同人が受けるはずであった賃金相当額を支払わなければならない。
 ◎団体交渉応諾を求める場合（労働組合法第7条第2号関係）
 　　被申立人○○株式会社は、申立人○○労働組合が、○年○月○日、○月○日、○月○日に申入れた○○○○の件に関する団体交渉に誠実に応じなければならない。
 ◎支配介入排除を求める場合（労働組合法第7条第3号関係）
 　　被申立人○○株式会社は、申立人○○労働組合（以下「組合」という。）の組合員に対して、組合からの脱退を勧奨したり、組合を中傷、誹謗したり、組合活動を活発に行なった組合員を不利益に取り扱ったりして、組合の組織及び運営に支配介入してはならない。
 ◎労働委員会への申立て、証拠の提示、証言を理由とする差別待遇取消しを求める場合（労働組合法第7条第4号関係）
 　　労働組合法第7条第1号関係の例を参考にして記載してください。
 ◎文書手交及び文書掲示を求める場合
 　　被申立人○○株式会社は、「会社が行った○○○○の行為は、埼玉県労働委員会において、労働組合法第７条第○号に該当する不当労働行為であると認定されました。今後は、このような行為を繰り返さないよう誓約いたします。」旨の文書を手交するとともに縦○メートル、横○メートルの白紙一杯に明瞭に墨書して、会社の正面玄関の職員の見やすい場所に○日間掲示しなければならない。


２　不当労働行為を構成する具体的事実
　［申立人及び被申立人について及び本件不当労働行為に係る具体的事実について具体的に記載してください。なお、不当労働行為を構成する具体的事実については、後に疎明が必要となります。］
(1) 当事者について
　ア　申立人
	
	 【文　例】
 　＜労働組合の場合＞
 　　申立人○○労働組合は、肩書地に主たる事務所を有し、○年○月
	

	
	
	

	
	 　○日被申立人○○株式会社の従業員○○名をもって結成された労働
 　組合で、現在の組合員数は○○名である。
 　＜個人の場合＞
 　　申立人は、○年○月○日被申立人○○株式会社に入社し、○年○月○日、○○労働組合に加入し、現在、○○労働組合執行委員長の職にある。
	


　イ　被申立人
	
	 【文　例】
 　　被申立人○○株式会社は、肩書地に本社を置き○○市に工場を有し、○○の製造及び販売を業とする資本金○○円、従業員○○名の会社である。


(2) 本件不当労働行為に係る具体的事実
　 ［次の事柄について記載してください。］
　ア　本件不当労働行為に至る経過
　　［本件不当労働行為が行われるまでの労使関係及びその背景等について、いつ、誰が、誰に対して、どこで、何を行ったかなどを、日時を追って具体的かつ明確に記載してください。］
　イ　申立人の行為（活動）について
　　［いつ、誰が、誰に対して、どこで、何を行ったかなどを、日時を追って具体的かつ明確に記載してください。］
　ウ 被申立人の行為について
　　［いつ、誰が、誰に対して、どこで、何を行ったかなどを、日時を追って具体的かつ明確に記載してください。］

	
	 労働組合法第７条第１号関係の場合 … 不利益取扱いの行われた年月
 　　　　　　　　　　　　　　　　　日、その理由、労働組合活動を
 　　　　　　　　　　　　　　　　　行ったことが不利益取扱いの真
 　　　　　　　　　　　　　　　　　の理由であるという事実とその
 　　　　　　　　　　　　　　　　　主張等について
 【文　例】
 　＜組合員に対する一時金の減額支給＞
 　　○年○月○日、申立人○○労働組合（以下「組合」という。）は被申立人○○株式会社（以下「会社」という。）に対し、会社従業員をもって○年○月○日に○○労働組合を結成したことを通知した
	

	
	
	

	
	 　　････････････････････････････････････････････････････････････
	

	
	
	

	
	 　　････････････････････････････････････････････････････････････
 　　････････････････････････････････････････････････････････････
 　　○年○月○日、組合は、会社従業員に対し、会社従業員の出勤時間帯に、会社正門前で、会社の経営方針を非難し、賃上げ、労働時間短縮など労働条件の改善を訴える演説を行い、会社構内で同様のことを記載したビラを配布した。
 　　会社は、○年○月○日付け文書にて組合に対し、これらの組合の情宣活動は、職場規律について定める就業規則に違反するとして、これらの行為の中止を求めた。
 　　しかし、組合は、これらの行為は正当な組合活動であると主張して、○年○月○日、○年○月○日、○年○月○日、同様の行為を繰り返した。
 　　会社は、正当な組合活動である会社正門前での演説、会社構内でのビラ配布行為をとらえて、職場規律について定める就業規則に違反するとして、申立人組合員に対して、○年度夏期一時金のうち５％を減額して支給した。
	


	
	 労働組合法第７条第２号関係の場合 … 団体交渉を申入れた年月日、
 　　　　　　　　　　　　　　　　　交渉事項並びに使用者が団体交
 　　　　　　　　　　　　　　　　　渉を拒否した（不誠実に行った
 　　　　　　　　　　　　　　　　　年月日及び理由等について記載
 　　　　　　　　　　　　　　　　　してください。
 【文　例】
 　＜団体交渉の拒否＞
 　　○年○月○日、被申立人〇〇株式会社（以下「会社」という。）は、申立人〇〇労働組合（以下「組合」という。）に対し、賃金体系の変更を提案した。
 　　組合は、この賃金体系の変更は労働条件の不利益変更であると主張し、○年○月○日、会社に対し、賃金体系の変更を議題とする団体交渉を申し入れた。○年○月○日開催の団体交渉において、会社は、組合に対し、賃金体系の変更は会社の経営方針であることを述べるだけで、賃金体系を変更する理由について何ら具体的説明を行わなかった。
 　　････････････････････････････････････････････････････････････
	

	
	
	

	
	 　　････････････････････････････････････････････････････････････
 　　････････････････････････････････････････････････････････････
	

	
	
	

	
	 　　････････････････････････････････････････････････････････････
 　　その後、○月○日及び○月○日に同様の事項を議題とする団体交渉が行われたが、会社は、経営方針による賃金体系の変更を述べるのみで、一向に不誠実な交渉態度は変わらなかった。また、○月○日の団体交渉については、賃金体系の変更については十分説明しており、話合いの余地はないとしてこれを拒否した。
	


	
	 　労働組合法第７条第３号関係の場合…使用者が労働組合の運営に支
 　　　　　　　　　　　　　　　　　配介入した事実を、誰が、いつ
 　　　　　　　　　　　　　　　　　どこで、誰に、どうした、とい
 　　　　　　　　　　　　　　　　　うように記載してください。
 【文　例】
 　＜組合脱退勧奨＞
 　　被申立人〇〇株式会社（以下「会社」という。）は、勤務時間の変更について、申立人〇〇労働組合の承諾を得ないまま、○年○月○日実施に踏み切ろうとしたため、組合は、この事態を打開するため○年○月○日にストライキに突入する旨会社に通告した。
 　　････････････････････････････････････････････････････････････
 　　････････････････････････････････････････････････････････････
 　　････････････････････････････････････････････････････････････
 　　組合のストライキ実施前の○年○月○日○時ころ、会社の乙野乙夫取締役は、本社ビル３階会議室に幹部職員を集め、各人の部下の従業員に対し、組合からの脱退を呼び掛けるよう指示した。
 　　これを受け、営業課の丙川丙郎課長は、○年○月○日○時ころ、同課の乙山乙男をその自宅に訪ね、会社を守るために組合から抜けるよう勧奨した。また、同課員２名に対しても、電話により同様のことを話した。


	
	 　労働組合法第7条第4号関係の場合……労働組合法第7条第1号関係の
 　　　　　　　　　　　　　　　　　要領を参考にして記載してくだ
 　　　　　　　　　　　　　　　　　さい。


３　主 張
	
	【文　例】
 ◎  前記２ 不当労働行為を構成する具体的事実(2)ウの被申立人の○
	

	
	
	

	
	   ○○○の行為は、申立人を嫌悪して行った労働組合法第７条第★号
   の不当労働行為である。
 ◎  前記２ 不当労働行為を構成する具体的事実(2)ウの被申立人の○
   ○○○の行為は、申立人の組合活動を妨害するために行った労働組
   合法第７条第★号の不当労働行為である。
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